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平成25年度 市民の社会貢献に関する実態調査

１

１ 調査の目的

地域の活性化を図るとともに、全ての人々がその能力を社会で発揮できるよう下支えを進める
共助社会をつくっていくために、市民や企業、団体など様々な主体が社会貢献活動へ参画でき
る仕組みを構築することが課題となっている。
こうした状況の下、共助活動の推進に必要な政策課題の分析及び支援策の検討を行うことを

念頭に置いて、ボランティア及び寄附などの社会貢献に関する市民の意識・行動を把握すること
を目的として、全国の市民を対象とした調査を実施した。

２ 調査方法
調 査 対 象： 全国に居住する満20～69歳までの市民10,000人

（平成２４年３月３１日現在の住民基本台帳の人口比率、年齢比率、
男女比率に合わせて全国２５０地方自治体の住民基本台帳より抽出）

調 査 方 法： 郵送調査とオンライン調査の併用
調 査 期 間： 平成２５年９月７日（土）～１０月２２日（火）（４５日間）
回 収 率 ： ３１．３％

調査実施機関： 株式会社ナビット



※平成２５年９月７日～１０月２２日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女１０，０００人を対象に調査実施（回収率３１．３％）
２

ボランティアについて①

【ボランティア活動に対する関心の有無】 (n=3,044) 【ボランティア活動経験の有無】 (n=3,044)

○ボランティア活動に対して、58.3％が関心がある。
○ボランティア活動をしたことがある人は、35.0％である。

関心がある

（東日本大震災

発生前から関心

があった） 39.4 %

関心がある

（東日本大震災

発生後、関心を

持つように

なった）

18.9 %

あまり関心がな

い 36.3 %

まったく関心が

ない 3.9 %

その他 1.6 %

合計
58.3%

したことがある

（東日本大震災発

生前からしていた）

31.7 %

したことがない

65.0 %

したことがある
（東日本大震災発生後、

するようになった）
3.4％

合計
35.0%



※平成２５年９月７日～１０月２２日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女１０，０００人を対象に調査実施（回収率３１．３％）
３

ボランティアについて②

○活動を通じて自己啓発や自らの成長につながる、困っている人を支援したい、職業人や住民としての責務
を果たすため、と考えて活動に参加する人の割合が高い。

○時間、経済的な理由がボランティア活動への参加の妨げになっている。

43.1

41.1

35.9

17.0

14.5

4.6

2.6

7.3

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

活動を通じて

自己啓発や自らの成長に

つながると考えるため

困っている人を支援したい

という気持ち

職業人や住民としての

責務を果たすため

自分や家族が関係している

活動への支援

知人や同僚等からの勧め

自分が抱えている

社会問題の解決に

必要だから

社会的に

評価されるため

その他

【参加理由】 (n=1.028)（複数回答）

51.5

30.5

23.5

23.5

13.8

12.4

4.9

4.6

8.3

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 %

活動に参加する時間がない

活動に参加する際の

経費（交通費等）があり、

経済的負担が大きい

活動に参加するために、

休暇取得等を行う必要がある

ボランティア活動を行いたいが、

十分な情報がない

特に妨げとなることはない

ボランティアを受け入れる

団体・ＮＰＯ等に対する

不信感があり、信頼度に欠ける

活動を行う際の保険が不十分

活動に参加しても、

実際に役に立っていると

思えない

その他

【参加の妨げとなる要因】(n=3,003)(複数回答）

※対象：ボランティア活動経験の有無の問で「したことがある」と回答した人



４

ボランティアについて③

【国・地方自治体等への要望】 (n=3,002)(複数回答）

○国・地方自治体等へは、ボランティア活動に関する情報提供、マッチングの支援、ボランティア休暇制度等
の普及を行うことの要望が多い。

※平成２５年９月７日～１０月２２日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女１０，０００人を対象に調査実施（回収率３１．３％）

41.3

36.5

31.8

24.9

18.1

17.2

17.0

2.7

0 % 5 % 10 % 15 % 20 % 25 % 30 % 35 % 40 % 45 %

ボランティアを受け入れる団体・ＮＰＯ等に関する

情報提供や情報発信を充実すべき

ボランティア活動を行いたい人と、受け入れる人を

結びつける人（団体等）を養成・支援すべき

ボランティア活動のための休暇・休職制度の

普及を行うべき

ボランティア活動の学習機会を充実すべき

特になし

ボランティアを受け入れる団体・ＮＰＯ等に対する

経済的な支援を行うべき

ボランティア保険への加入推進等、

事故への対応を整備すべき

その他



５

寄附について①

○約８割が金銭による寄附をしたことがある。
○寄附方法としては、募金活動に対する寄附や銀行等での振込み・口座引落としが多い。

【寄附経験の有無】(n=3,056)(複数回答）

※平成２５年９月７日～１０月２２日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女１０，０００人を対象に調査実施（回収率３１．３％）

76.1

20.1

1.2

21.4

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

金銭による寄附を

したことがある

現物等による寄附を

したことがある

その他の方法による寄附を

したことがある

寄附をしたことがない

【寄附方法】(n=2,311)(複数回答）

※対象：寄附経験の有無の問で「寄附をしたことがある」と回答した人

47.1

44.4

24.6

14.9

11.5

10.9

9.8

7.0

9.5

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

設置されている募金箱

街頭募金

銀行等での振込み・口座引落とし

直接手渡し

現物寄附（品物の郵送等）

寄附付商品の購入

マッチングギフト(※１）

クレジットカード等の利用（ポイントの

利用含む）

その他

※１ 「マッチングギフト」とは、企業や団体などが社会貢献のために寄附や義捐金を募る際、
寄せられた金額に対して企業側が金額の上乗せを行い、寄附金額を増やした上 で同じ
寄附対象に寄附をするという取り組み。



６

寄附について②

○寄附をした相手は、赤い羽根共同募金・日本赤十字社が過半数を占める。
○社会の役に立ちたくて寄附をする人が多い一方、自分が支援したい団体等に対する寄附は少ない。
○情報不足や信頼度の低さが寄附の妨げになっている。

※平成２５年９月７日～１０月２２日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女１０，０００人を対象に調査実施（回収率３１．３％）

65.4

32.0

17.8

10.2

7.2

3.7

3.5

5.8

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

社会の役に立ちたいと思ったから

町内会・自治会の活動の一環として

職場の取組の一環として

自分が支援したい団体・ＮＰＯ等だったから

自分や家族が関係している活動への支援

知人や同僚などからの勧め

自分が抱えている社会問題の解決に必要だから

その他

42.0

35.2

28.0

27.2

9.9

5.2

0 % 20 % 40 % 60 %

寄附を行う先（団体等）の、

十分な情報がない

寄附先の団体等に対する不信感

があり、信頼度に欠ける

特に妨げとなることはない

寄附をしても、役に立っていると

思えない

寄附の手続がわかりにくい

その他

【寄附をした相手】(n=1,899)(複数回答） ※対象：寄附経験の有無の問で「寄附をしたことがある」と回答した人

【寄附理由】(n=2,293)(複数回答） 【寄附の妨げとなる要因】(n=2,898)(複数回答）

※対象：寄附経験の有無の問で「寄附をしたことがある」と回答した人

60.6

32.6

16.5

14.7

13.0

12.7

6.1

11.3

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 % 70 %

赤い羽根共同募金・日本赤十字社

町内会・自治会

どこに寄附したかわからない

上記（※１）以外の非営利法人

都道府県・市町村

ＮＰＯ法人

政治団体、宗教法人

その他

※１ ここでの上記とは、「町内会・自治会」「ＮＰＯ法人」「政治団体、宗教法人」「赤い羽根共同募金・日本赤十字社」を指す。



７

ＮＰＯ法人について①

○ＮＰＯ法人に関心がある人は22.5％である。
○ＮＰＯ法の改正があったことを知っていた人は18.0％である。

※平成２５年９月７日～１０月２２日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女１０，０００人を対象に調査実施（回収率３１．３％）

ＮＰＯ法人に

関心がある

22.5 %

ＮＰＯ法人に

関心がない

32.1 %

どちらでも

ない

45.3 % 使いやすく

なったことを

知らなかった

56.5 %

ＮＰＯ法に

興味がない

25.1 %

法改正があったこと

は知っていたが

内容は知らなかった

14.3 %

法改正及び改正内

容を知っていた

3.7 %

その他 0.5 %

合計
18.0％

【ＮＰＯ法人に対する関心】(n=2,980) 【ＮＰＯ法について】(n=2,985)



８

ＮＰＯ法人について②

○認定・仮認定ＮＰＯ法人へ寄附をしたいと思わない理由は、「ＮＰＯ法人のことをよく知らない」が最も高い。
○寄附を行う場合に必要と考える情報は、寄附金による活動内容や成果が最も高い。

※平成２５年９月７日～１０月２２日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女１０，０００人を対象に調査実施（回収率３１．３％）

【寄附を行う場合に必要と考える情報】 (n=2,514)(複数回答）

73.7

18.8

12.4

4.1

12.7

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 % 70 % 80 %

ＮＰＯ法人のことをよく知らない

寄附先を選ぶ上で税控除は重視していないため

ＮＰＯ法人以外の法人や団体に寄附するため

寄附金の還付率が低いため

その他

92.2

51.4

45.2

24.1

4.8

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 % 70 % 80 % 90 % 100 %

寄附金による活動内容や成果

寄附金により購入した

商品・サービスの一覧表

法人の財務状況の報告

法人の役員や職員の名簿

その他

【認定・仮認定ＮＰＯ法人へ寄附をしたいと思わない理由】(n=2,039)(複数回答）

※対象： 認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附意向の問で「寄附をしたいと思わない」と回答した人



【参考資料】
平成23年度 市民の社会貢献に関する実態調査の結果

９

調 査 対 象： 全国に居住する満20～69歳までの市民3,000人
（インターネットモニターを平成２３年３月３１日現在の住民基本台帳の
人口比率、年齢比率、男女比率に合わせて割付）

調 査 方 法： オンライン調査
調 査 期 間： 平成２４年３月２日（金）～３月７日（水）（６日間）
調査実施機関： 株式会社 メディアインタラクティブ



１０

【Ｈ２３年度調査】 ボランティアについて①

※平成２４年３月２日～３月７日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女３，０００人を対象に調査実施

関心がある

（東日本大震災

発生前から関心が

あった）

14.3 %

関心がある

（東日本大震災

発生後、関心を

持つようになった）

6.6 %

多少関心がある

36.6 %

あまり関心がない

29.9 %

まったく関心が

ない

12.6 %

合計
57.5％

【ボランティア活動に対する関心の有無】 (n=3,000) 【ボランティア活動経験の有無】 (n=3,000)

震災発生前に

だけ、したことが

ある

12.6 %

震災発生後に

だけ、したことが

ある（している）

3.2 %

震災発生前も

発生後もしたことが

ある（している）

10.8 %

したことはない

73.3 %

合計
26.7％



１１

【Ｈ２３年度調査】 ボランティアについて②

※平成２４年３月２日～３月７日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女３，０００人を対象に調査実施

【参加理由】 (n=800)（複数回答） 【参加の妨げとなる要因】(n=3,000)(複数回答）

※対象：ボランティア活動経験の有無の問で「したことがある」と回答した人

45.9

45.6

24.9

16.3

12.8

6.3

9.9

0 % 20 % 40 % 60 %

活動を通じて得られるものがあると

考えるため

困っている人を支援したいという気持ち

職業人や住民としての責務を果たすため

自分や家族が関係している活動への支援

知人や同僚などからの勧め

社会的に評価される（勤務先の奨励、

進学・就職に有利など）ため

その他

36.0

31.5

26.1

17.8

12.8

10.7

7.8

0 % 10 % 20 % 30 % 40 %

ボランティア活動のために、一定期間

仕事を休む（家庭を離れることは、会

社（家族）との関係から難しい

ボランティア活動に参加する際には交

通費等を自己負担することもあり、経

済的負担が大きい

特に妨げとなるようなことはない

自分がどのようなボランティア活動を

できるのか等を調べたいと思っても、

自分とボランティアを結びつける情報

を得ることが難しい

少しだけボランティア活動に参加して

も、実際のところ役に立てるとは思え

ず、参加の意義がわからない

ボランティア団体に関してネガティブな

情報があり、いま一つ信用できない

その他



１２

【Ｈ２３年度調査】 ボランティアについて③

※平成２４年３月２日～３月７日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女３，０００人を対象に調査実施

【国・地方自治体等への要望】 (n=3,000)(複数回答）

31.0

30.7

29.9

29.2

28.6

21.6

21.3

2.7

0 % 5 % 10 % 15 % 20 % 25 % 30 % 35 %

ボランティア団体に関する情報提供を充実す

べき

ボランティア活動したい人と受け入れる人を結

びつける人（ボランティア・コーディネーター）を

養成・支援すべき

ボランティア団体に対して経済的な支援を行う

べき

特にない

ボランティア活動のための休暇・休職制度の普

及を促進すべき

ボランティア活動の学習機会を充実すべき

ボランティア保険への加入を推進するなど、事

故などへの対応を整備すべき

その他



１３

【Ｈ２３年度調査】 寄附について①

※平成２４年３月２日～３月７日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女３，０００人を対象に調査実施

【寄附経験の有無】(n=3,000) 【寄附をした相手(震災関連を除く）】(n=2,148)(複数回答）

※対象：寄附経験の有無の問で「寄附をしたことがある」と回答した人

寄附をした

ことがある

76.9%

寄附をした

ことがない

23.1%

52.0

19.3

11.8

10.2

37.8

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 %

赤い羽根共同募金・

日本赤十字社

町内会・自治会

都道府県・市町村

ＮＰＯ法人

その他



１４

【Ｈ２３年度調査】 寄附について②

※平成２４年３月２日～３月７日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女３，０００人を対象に調査実施

【寄附理由】(n=2,307)(複数回答）

※対象：寄附経験の有無の問で「寄附をしたことがある」と回答した人

【寄附をしない理由】(n=693)(複数回答）

※対象：寄附経験の有無の問で「寄附をしたことがない」と回答した人

62.5

37.8

20.7

10.6

4.9

9.8

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

東日本大震災に関する支援として、何か役

に立ちたいと思ったから

（震災に関係なく）社会の役に立ちたいと思っ

たから

町内会・自治会の活動の一環として

職場の取組の一環として

身近な人に頼まれたから

その他

40.8

22.9

19.9

16.9

15.0

13.1

4.9

7.5

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

経済的に余裕がないから

関心がないから

効果が見えにくいから

機会がなかったから

信頼できる法人、団体が

ないから

寄附を求める仕組み自体

に違和感があるから

手続が面倒だから

その他



１５

【Ｈ２３年度調査】 ＮＰＯ法人について①

※平成２４年３月２日～３月７日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女３，０００人を対象に調査実施

【ＮＰＯ法人に対する関心（震災発生前）】
(n=3,000)(複数回答）

とても関心が

ある

10.7 %

多少関心がある

40.4 %あまり関心が

ない

32.1 %

まったく関心が

ない

16.8 %

とても

関心が

ある

5.9 %

多少関心がある

30.0 %

あまり関心が

ない

43.0 %

まったく関心が

ない

21.1 %

【ＮＰＯ法人に対する関心（震災発生後）】
(n=3,000)(複数回答）



１６

【Ｈ２３年度調査】 ＮＰＯ法人について②

※平成２４年３月２日～３月７日に内閣府において全国に居住する満２０歳～６９歳までの男女３，０００人を対象に調査実施

【認定・仮認定ＮＰＯ法人へ寄附をしたいと思わない理由】(n=1,731)

※対象： 認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附意向の問で「寄附をしたいと思わない」と回答した人

42.2

12.0

11.3

34.5

0 % 5 % 10 % 15 % 20 % 25 % 30 % 35 % 40 % 45 %

認定ＮＰＯ法人のことをよく知らないため

ＮＰＯ法人よりも他の法人等に寄附するため

寄附金の還付率が低いため

その他

【寄附を行う場合に必要と考える情報】 (n=3,000)(複数回答）

54.6

45.8

33.4

27.8

27.2

14.7

5.5

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 %

寄附金を使用した活動の内容

寄附金を使用した活動の成果

寄附金により購入した商品・サービスの一覧表

情報の開示と寄附は連関しない

団体の財務状況の報告

団体の役員や職員の名簿

その他
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